広告掲出審査基準の概要

１　基本要綱

（１）市民掲示板による商品及びサービスの情報は、社会的に信用度の高い客観的な情報として利用者（消費者、購入者等）に受け止められなければならない。

（２）市民掲示板に掲出する広告の表現は、それにふさわしい信用性と信頼性を持ち、利用者（消費者、購入者等）に正しい判断基準を持たせる表現でなければならない。

（３）いずれの情報も、適切かつ節度を守ったものでなければならない。

（４）自由通路は道路であるため、通行の支障または道路を著しく汚損しないようにしなければならない
２　掲示の判断基準

　　市民が主催する文化、スポーツ及び福祉等に関わる行事の案内ポスターなどの掲示を認める。

個人及び法人の営利に関わるもの並びに宗教及び政治活動に関わるものは、掲示を認めない。

「営利に関わるもの」とは

· 直接個人又は法人の生業に関わる催し（例／アーティストのコンサート等）をいう。ただし、公共団体の後援又は共催のあるものは、有料であっても営利目的とはみなさない。

· 会社の社員募集

· それを生業としない市民及び市民団体が自主運営により実施する催しは、有料であって

も特に事情がある場合は営利目的とはみなさない。（入場料やお茶菓子代）
　「宗教活動に関わるもの」とは

　＊　教会が催す『聖書を読む会』等、直接宗教活動に関わるものをいう。ただし、教会、神社又はお寺等が主催するものでも、音楽鑑賞会、バザー又はリサイクル市等、直接宗教活動に関わらないものは、掲示を認める。

　「政党活動に関わるもの」とは

　＊　政党が主催者になっている集会等をいう。

３　審査の基本

（１）消費者保護の点で適切か

· 広告を見て行動する消費者に対して、適切な表現と言えるか。

· 消費者に不利益となることはないか。

· 誇大な表現、わざと誤認させるような表現はないか。

· その商品やサービスが社会的に適切なものか。

（２）青少年保護の点で適切か

· 暴力団や殺人その他反社会的なことがらを容認することはないか。

· 裸体や性について露骨、ひわい等の表現はないか。

（３）社会的かつ市民生活的に適切か

· 暴力や投機をあおるおそれはないか。

· 不安や不快の念をもたらさないか。

（４）掲示板に掲出する広告として適切か

· 政治宣伝、宗教宣伝を主目的としてはいないか。

· 人権侵害、名誉毀損等のおそれはないか。

· 各種法律等に照らして適切なものか。

· 法律で認められていない商品やサービスではないか。

一般的な表現の規制

１　青少年保護の点で不適切なものは承認しない。

（１）一般的告知広告における裸体やそれに近い姿態

　　　広告する商品等とは無関係に、単に目立たせるために添えた裸体姿等必然性のないもの

（２）展覧会等の告知広告における裸体やそれに近い姿態

　　ア　出品作品の一例として掲出するものは、その都度適否を検討する。

　　イ　広告する内容等とは無関係に、単に目立たせるために添えた裸体姿等必然性のないもの

（３）暴力や犯罪を肯定し助長するような表現

（４）残酷な描写など、善良な風俗に反するような表現

２　掲示板に相応しくないものは承認しない。

（１）人権侵害、名誉毀損、各種差別表現、不快語等

　　＊例　女の子のカラダ入門、どもり矯正、（坊や）、さわらないで！

（２）薬品、不動産その他各種公正競争規約に抵触するもの

（３）医療法、不当景表法等各種法律の規定に違反しているもの

（４）法律で認められていない商品やサービスを提供する表示のもの

（５）他を誹謗又は中傷するもの

（６）美観を損なう恐れのあるもの

（７）公の選挙若しくは投票の事前運動に該当するもの

（８）非科学的又は迷信に類するもので、利用者を迷わせたり、不安を与える恐れのあるもの

（９）蛍光インクを多用するポスター

（10）各種特別仕様のポスターは、その都度適否を検討する。

３　社会的かつ市民生活に不適切なものは承認しない。

（1） 意見広告

意見発表の場としての掲示には提供しない。

　　　＊　原子力発電等、国内世論が大きく分かれている業種及び商品

　　　＊　政治団体及び労働団体による主張の展開及び加盟・参加、署名等を直接的に呼びか

ける表示及び他の団体に対して批判、中傷すること

　　　＊　宗教団体による教義・経典の類、布教推進を目的とする表現及び他の団体に対して

批判、中傷すること

（２）尋ね人、ペット含む。（警察からの要請がある場合は除く。）

規制する業種

次の業種の広告は掲示を容認しない。

１　風営法第２条第４項に規定される業種

＊例　ラブホテル、ピンクキャバレー等

２　風俗営業類似の業種（いかがわしい電話サービス等）

　　　＊例　テレホンクラブ、ダイヤルＱ２

業種・商品ごとの表示規制

１　貸金業を除く金融機関

（１）各種ローン（特定商品）を主とする広告は認めない。

（２）各種ローン（特定商品）の表示は紙面の３分の１以内までとする。

２　クレジットカード・銀行・信販系クレジットカード等

　　原則として、融資（キャッシングを含む。）、ローンの有無、貸付金利及び貸付窓口のための表示は認めない。

　　＊例　キャッシングも可能です、新たに車検ローンが仲間入り

３　ギャンブル

　　パチンコ、競馬、競輪その他ギャンブルに関わるものは認めない。

４　映画・興業

（１）暴力、とばく、麻薬及び売春などの行為を容認するような内容のものは認めない。

（２）性に関する表現で、露骨及びわいせつなものは認めない。

（３）いたずらに好奇心を訴えるものは認めない。

（４）内容を極端に歪めたり、一部分のみ誇張した表現等は認めない。

（５）ショッキングなデザインは認めない。

　　＊例　殺人現場、暴行現場、精神錯乱状態等

（６）その他青少年に悪影響を与える恐れのあるものは認めない。

（７）Ｒ指定等、一部規制を受けるものはその内容を表示すること。

５　ダイヤルサービス

　　ダイヤルＱ２の他各種のダイヤルサービスがあるが、とばく性のものやいかがわしいものなどもあり、内容により規制する。

６　人事募集広告

（１）人事募集に見せかけて､売春や援助交際等の勧誘や斡旋の疑いのあるものは認めない。

（２）人事募集に見せかけて､商品・材料及び機材の売りつけや資金集めを目的としているものは認めない。

（３）労働争議中の企業の人事募集広告は認めない。
掲示基準
（1） 申請者が建設部管理課で掲載の許可をもらうこと。
（2） 直接掲示箇所で掲示を行う。

